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１．2026年２月期第１四半期の連結業績（2025年３月１日～2025年５月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2026年２月期第１四半期 2,671 △4.3 △85 － △67 － △83 －
2025年２月期第１四半期 2,792 53.7 △42 － △0 － △30 －

(注) 包括利益 2026年２月期第１四半期 △44百万円(－％) 2025年２月期第１四半期 △8百万円(－％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2026年２月期第１四半期 △7.02 －
2025年２月期第１四半期 △2.59 －

2025年２月期第１四半期連結累計期間及び2026年２月期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2026年２月期第１四半期 10,098 6,224 59.5 505.14
2025年２月期 10,572 6,124 57.3 507.44

(参考) 自己資本 2026年２月期第１四半期 6,013百万円 2025年２月期 6,055百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2025年２月期 － 0.00 － 5.00 5.00
2026年２月期 －
2026年２月期(予想) 0.00 － 5.00 5.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2026年２月期の連結業績予想（2025年３月１日～2026年２月28日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 11,500 3.0 － － 200 95.0 100 － 8.43

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における連結範囲の重要な変更 ： 無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

(注) 詳細は、添付資料Ｐ．８「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）」をご覧ください。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2026年２月期１Ｑ 12,599,800株 2025年２月期 12,593,300株

② 期末自己株式数 2026年２月期１Ｑ 694,905株 2025年２月期 660,105株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2026年２月期１Ｑ 11,934,685株 2025年２月期１Ｑ 11,816,921株

※ 添付される四半期連結財務諸表に対する公認会計士又は
監査法人によるレビュー

： 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた

っての注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１.当四半期決算に関する定性的情報 経営成績に関する説明」を

ご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

経営成績に関する説明

当第１四半期連結会計期間(自2025年３月１日至2025年５月31日)における日本経済は、2025年１月～３月の実質

GDPが年率換算で0.2%減となるなど弱含みで推移いたしました。今後についても、米国の通商政策による世界景気へ

の影響、地政学リスク、物価上昇、為替リスクなどの懸念があり、当面は不透明な状況が続くことが予想されま

す。

経済環境が不透明な中においても、人手不足やデジタル化の戦略的重要性を背景に、デジタル技術を活用してビ

ジネスモデル、業務プロセス、組織文化、顧客体験などを根本的に変革し、新たな価値を創出するDXは、民間企業

から公共サービスまで、あらゆる領域において進んでいくものと考えられます。また、生成AIに関しては、国内で

も「試す」段階から「使う」段階へと進みつつありますが、本格的なAI投資・利用を行う企業は現状ではまだ一部

に留まっている状況です。一方で、技術進歩が日々目まぐるしく進む中で、本年度は高度な自律性を持ち複雑なタ

スクを処理する「AIエージェント」の実用化元年と位置付けられており、AI市場における競争優位性の維持には不

断の研究開発が必要な状況にあります。

こうした状況の中、当社グループでは、受託系事業中心の事業構造から、自社事業拡大による収益性向上へと軸

足をシフトする５カ年の中期経営計画を推進しています。３年目に当たる当期は、最終年度である2027年度の飛躍

へ向けた土台の年と位置付け、前期に既存事業で獲得した収益により育成した自社プロダクト＆サービス事業の売

上拡大と黒字転換、既に黒字化した事業については更なる利益拡大を図っていく方針としております。具体的には、

自社製品aiwa事業は増収増益で推移しており、前第４四半期に黒字化したSaaS事業も黒字を継続いたしました。

HealthTech事業については、ウェルネス分野では、㈱Wellmiraが万博への出展による認知度向上やAI技術を多用し

た「カロママプラス」のリニューアルに着手しており、医療・介護分野では、「KarteConnect」の病院へのサービ

ス導入拡大に取り組んでいます。また、FinTech分野ではスーパー・ホームセンター分野での深耕など、早期の採算

化に向けた取り組みを強化するほか、新たに加わったHRTech分野の㈱Retoolは人材スカウトツールの販売好調によ

り黒字での連結となりました。このように各事業での取り組みは着実に進捗していますが、業績面では、新作ゲー

ムの未発売の影響やHealthTech事業の季節的要因による損失、ソリューション事業におけるAIソリューションへの

研究開発投資増、業容拡大による全社費用の増加などから、好調なIoT＆デバイス事業の増収増益により一部はカバ

ーしたものの、第１四半期は経常損失からのスタートとなりました。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間における当社グループの売上高は2,671,140千円(前年同期比4.3％減)、

営業損失は85,636千円(前年同期は営業損失42,337千円)、経常損失は67,801千円(前年同期は経常損失291千円)、親

会社株主に帰属する四半期純損失は83,741千円 (前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失30,628千円)となり

ました。また、調整後EBITDA（営業利益と減価償却費（のれんに係る償却費等を含む）及び為替差損益の合計額)

については、新作ゲーム未発売の影響が大きく60,152千円、前年同期比76.4%減となりました。

セグメント別の事業動向については以下の通りです。

＜ライフデザイン事業＞

当第１四半期連結会計期間におけるライフデザイン事業の売上高は589,608千円(前年同期比42.5％減)、セグメン

ト損失は63,991千円(前年同期はセグメント損失17,209千円)となりました。

コンシューマ＆コンテンツ事業については、前期はNintendo Switch新作ソフトのアジア版発売が５月にあったの

に対し、当第１四半期は新作ソフトが未発売であったことから減収減益となりました。

HealthTech事業においては、同事業の中核である㈱Wellmiraが本年４月に開幕した大阪・関西万博に出展し、PHR

（Personal Health Record）事業者としての認知度向上を図っているほか、主力サービスのひとつであるAI健康ア

プリ“カロママプラス”に当社グループの技術力を活かした食事画像認識AI機能を導入するなど、サービス強化に

努めております。また、医療・介護向けDXプラットフォーム「KarteConnect」については、本年３月から病院へ向

けた提供が始まっており、提供先の更なる拡大に向けた取り組みを強化しているところです。

また、FinTech事業においては今期採算化に向けて主力であるスーパー・ホームセンター向けの新サービス開発へ

の取り組みを進めており、HRTechを営む㈱Retoolは、人材スカウトツール「HABUKU」の販売好調により、黒字での

連結開始となっています。
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＜AI＆クラウド事業＞

当第１四半期連結会計期間におけるAI＆クラウド事業の売上高は671,395千円(前年同期比0.6％減)、セグメント

利益は19,930千円(前年同期比61.9％減)となりました。

SaaS事業におけるAIチャットボットについては、継続的な製品の品質向上と展示会出展などの販促活動が功を奏

しており、増収を継続しています。また、前期に大規模リニューアルしたクラウドアドレス帳サービス「SMARTアド

レス帳」についても、引き続き順調に顧客数が拡大しており、前第４四半期に黒字化したSaaS事業は、引き続き当

期も黒字を継続しました。

今年度はAIエージェント元年と言われており、ソリューション事業においても、AIソリューション向けフレーム

ワーク「AIdea Suite」をAIエージェント機能に対応すべく、AgenticRAGなどの機能開発に注力しています。生成AI

の活用は進みつつあるものの、まだ企業が大規模な投資をこぞって行う普及期には至っておりませんが、当社グル

ープといたしましては、今後のAI活用の本格化を見据え、AIチャットボット事業の先に拡がる企業のAI導入に向け

て、先端技術の研究開発を継続していく方針です。

＜IoT＆デバイス事業＞

当第１四半期連結会計期間におけるIoT＆デバイス事業の売上高は1,468,139千円(前年同期比29.8％増)、セグメ

ント利益は96,565千円(前年同期比183.9%増)、為替差益を含めた実質セグメント利益は121,299千円（前年同期比

56.2%増）となりました。

ODM事業については、当第１四半期は、見守りサービスやモビリティ向けBluetoothインカムマイク、AI通訳機な

どのIoTサービス向けデバイスのリピート受注が引き続き順調に推移したことにより、売上高が拡大し、為替差益を

含めた実質セグメント利益も大幅増益となっております。また、中国自社工場での全量生産から、提携工場を含め

た多国間分散型生産体制への移行につきましては、準備は順調に進展しております。

自社製品aiwa事業については、ラインアップ拡充と販促強化により、主力のタブレット製品やコンパクト・デジ

タルカメラなどの販売が順調に推移し、増収増益となりました。また、これまでの個人向けAndroidタブレットPC、

法人向け中心のWindowsタブレットPCに加えて、2in1コンバーチブル型 Chromebook ™ 「aiwa Chromebook S11」や、

㈱ワコムの特許技術提供により充電不要の専用ペンを付属したAndroidタブレット「aiwa tab AE10」を発売するな

ど、新製品投入による更なるラインナップ拡充にも努めております。

なお、セグメント別の事業動向に記載の各セグメントの売上高については、外部顧客への売上高にセグメント間

の内部売上高又は振替高を加えた金額を記載しております。詳細は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のと

おりであります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,957,158 3,169,946

受取手形、売掛金及び契約資産 1,213,602 903,049

商品及び製品 727,437 648,685

仕掛品 179,837 187,381

原材料 280,940 65,796

前渡金 350,253 186,580

その他 321,461 323,732

貸倒引当金 △805 △781

流動資産合計 6,029,885 5,484,391

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 180,376 173,167

車両運搬具（純額） 306 231

器具備品（純額） 60,717 53,358

建設仮勘定 649 649

有形固定資産合計 242,049 227,407

無形固定資産

ソフトウエア 524,034 535,583

ソフトウエア仮勘定 355,411 453,036

のれん 1,379,279 1,341,763

その他 10,257 14,812

無形固定資産合計 2,268,982 2,345,194

投資その他の資産

投資有価証券 799,594 825,138

関係会社株式 29,998 29,998

出資金 715,901 715,901

繰延税金資産 245,111 226,998

差入保証金 234,030 233,166

その他 7,332 10,635

投資その他の資産合計 2,031,968 2,041,838

固定資産合計 4,543,000 4,614,441

資産合計 10,572,886 10,098,832
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2025年２月28日)

当第１四半期連結会計期間
(2025年５月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 523,937 355,629

１年内返済予定の長期借入金 1,435,751 1,394,019

未払法人税等 128,306 27,451

契約負債 195,340 360,937

賞与引当金 221,290 80,265

工事損失引当金 2,924 5,014

事業構造改善引当金 35,280 16,363

その他 546,013 488,803

流動負債合計 3,088,845 2,728,484

固定負債

長期借入金 1,317,888 1,101,722

資産除去債務 40,599 40,705

その他 1,331 3,411

固定負債合計 1,359,819 1,145,839

負債合計 4,448,665 3,874,324

純資産の部

株主資本

資本金 2,420,475 2,420,819

資本剰余金 2,250,224 2,336,266

利益剰余金 1,433,707 1,288,261

自己株式 △297,166 △307,718

株主資本合計 5,807,240 5,737,630

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 77,468 147,612

繰延ヘッジ損益 △14,805 △8,134

為替換算調整勘定 185,418 136,585

その他の包括利益累計額合計 248,081 276,063

新株予約権 68,898 72,616

非支配株主持分 － 138,198

純資産合計 6,124,221 6,224,508

負債純資産合計 10,572,886 10,098,832
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年３月１日
至 2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年５月31日)

売上高 2,792,179 2,671,140

売上原価 1,845,645 1,756,638

売上総利益 946,533 914,501

販売費及び一般管理費 988,871 1,000,138

営業損失（△） △42,337 △85,636

営業外収益

為替差益 43,568 22,353

その他 3,757 3,952

営業外収益合計 47,326 26,305

営業外費用

支払利息 4,978 8,272

その他 301 198

営業外費用合計 5,279 8,470

経常損失（△） △291 △67,801

特別損失

事務所移転費用 2,482 －

和解金 7,474 －

特別損失合計 9,957 －

税金等調整前四半期純損失（△） △10,248 △67,801

法人税等 18,444 4,256

四半期純損失（△） △28,692 △72,058

非支配株主に帰属する四半期純利益 1,936 11,683

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △30,628 △83,741
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2024年３月１日
至 2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年５月31日)

四半期純損失（△） △28,692 △72,058

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △23,888 70,144

繰延ヘッジ損益 2,697 6,670

為替換算調整勘定 40,996 △48,833

その他の包括利益合計 19,806 27,981

四半期包括利益 △8,886 △44,076

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △10,822 △71,948

非支配株主に係る四半期包括利益 1,936 27,872
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更に関する注記）

(「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用)

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による四半期連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当第１四半期連結会計期間の期首か

ら適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前年四半期及び前連結会計年度については遡及適

用後の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前年四半期の

四半期連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

(税金費用の計算)

税金費用につきましては、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税

率を使用する方法によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 2024年３月１日 至 2024年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

ライフデザイ
ン事業

AI＆クラウド
事業

IoT＆デバイ
ス事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,021,647 649,158 1,121,373 2,792,179 － 2,792,179

セグメント間の内部売上高
又は振替高

3,420 26,592 9,668 39,681 △39,681 －

計 1,025,067 675,751 1,131,042 2,831,860 △39,681 2,792,179

セグメント利益又は損失(△) △17,209 52,368 34,018 69,177 △111,515 △42,337

(注) １．セグメント利益の調整額△111,515千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用△81,168千円、

のれんの償却額△30,346千円が含まれております。全社費用は、主に提出会社の管理部門に係る費用であり

ます。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 2025年３月１日 至 2025年５月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注１)

四半期連結
損益計算書
計上額
(注２)

ライフデザイ
ン事業

AI＆クラウド
事業

IoT＆デバイ
ス事業

計

売上高

外部顧客への売上高 576,716 635,933 1,458,490 2,671,140 － 2,671,140

セグメント間の内部売上高
又は振替高

12,891 35,462 9,649 58,002 △58,002 －

計 589,608 671,395 1,468,139 2,729,143 △58,002 2,671,140

セグメント利益又は損失(△) △63,991 19,930 96,565 52,504 △138,140 △85,636

(注) １．セグメント利益の調整額△138,140千円は、主に各報告セグメントに配分していない全社費用△100,624千

円、のれんの償却額△37,516千円が含まれております。全社費用は、主に提出会社の管理部門に係る費用で

あります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2024年３月１日
至 2024年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2025年３月１日
至 2025年５月31日)

減価償却費 223,452千円 85,919千円

のれんの償却額 30,346千円 37,516千円


